
 

令和２年度 第２回真庭市総合計画審議会 会議次第 

 

日 時：令和２年７月６日（月） 

          １８時３０分～ 

場 所：エスパス会議室・研修室 

 

１ 開  会 

 

２ 会長挨拶 

    

３ 議  題 

・国の第２期総合戦略について（資料１） 

・真庭市人口ビジョンの時点修正に係る方向性について（資料２） 

・真庭市総合戦略の検討状況について 

事業形成の考え方（資料３） 

真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略について（資料４） 

市民意見の反映のためのワークショップの開催について（資料５） 

各部会の検討状況について（資料６） 

 

４ その他 

 

５ 副会長挨拶 

 

６ 閉 会 

【資料】 

資料１：国の第２期総合戦略について 

資料２：真庭市人口ビジョンの時点修正に係る方向性について 

資料３：総合計画・総合戦略の事業形成の考え方（案） 

資料４：真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

資料５：各部会のワークショップの開催予定について 

資料６ー１：各部会の検討スケジュール 

資料６ー２：施策の方向性（雇用創出部会、交流定住部会） 

資料６ー３：各部会の評価検証状況 

資料６－４：子育て部会が実施したアンケート 



 

 



番号 分野 代表者氏名 ふりがな 性別 団体名 備考

1 農業 岡田　茂樹 おかだ　しげき 男 ＪＡ晴れの国岡山

2 バイオマス 大月　隆行 おおつき　たかゆき 男 真庭バイオマス産業杜市推進協議会

3 林業 鳥越　康生 とりごえ　やすお 男 真庭森林組合

4 商工業 山下　豊 やました　ゆたか 男 真庭商工会

5 観光 佐山　修一 さやま　しゅういち 男 （一社）真庭観光局

6 都市計画 矢谷　光生 やだに　てるお 男 真庭市都市計画審議会

7 医療 池田　文昭 いけだ　ふみあき 男 真庭市医師会

8 福祉 三船　昌行 みふね　まさゆき 男 真庭市民生委員児童委員協議会 欠

9 福祉 松浦　躬行 まつうら　みゆき 男 真庭市社会福祉協議会

10 保健 杉本　喜美恵 すぎもと　きみえ 女 真庭市愛育委員会

11 教育・子育て 大橋  彰人 おおはし　あきひと 男 真庭市ＰＴＡ連合会

12 教育 西本　憲弘 にしもと　のりひろ 男 真庭市中学校校長会

13 文化 福島　啓介 ふくしま　けいすけ 男 (公財)真庭エスパス文化振興財団

14 若者 金定　延昌 かねさだ　のぶまさ 男 （一社）真庭青年会議所 欠

15 防災 小松　美行 こまつ　みゆき 男 自主防災組織連絡協議会

16 加戸　義和 かど　よしかず 男 北房まちづくり株式会社 欠

17 加納　容子 かのう　ようこ 女 ＮＰＯ法人　勝山町並み委員会

18 大美　康雄 おおみ　やすお 男 真庭なりわい塾

1 有元　均 ありもと　ひとし 男 総合政策部長

2 樋口　竜悟 ひぐち　りゅうご 男 総合政策課長

3 有富　基高 ありとみ　もとたか 男 総合政策課　主幹

4 富永　翼 とみなが　つばさ 男 総合政策課　主査

5 難波　吉伸 なんば　よしのぶ 男 総合政策課　上級主事

6 田島　吉章 たしま　よしあき 男 総合政策課　上級主事

真庭市総合計画審議会委員名簿（第２回出席者）

事務局

まちづくり



国による総合戦略「地方創生」の考え方 
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多自然、低密度、分散居住地域として 
安定した地域をつくり、都市とは異なる 
地方の豊かさの価値観を醸成する必要性 

真庭市として加えるべき観点 

00001848
タイプライターテキスト

資料１


00001848
四角形
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国による第１期総合戦略の成果と課題 

00001848
四角形
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国による第２期総合戦略の方向性 

00001848
四角形
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国と地方における人口ビジョン・総合戦略の構成（イメージ） 
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00001848
四角形



真庭市人口ビジョンの時点修正に係る方向性について

1

資料２
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＜人口フレーム＞
■急速な少子化が進み、高齢化率が上昇している中、
人口減少を少しでも緩やかにし、年齢構成を安定さ
せることが、将来の真庭市の経営にとって重要。

■人口フレームは、市民の安全安心な生活が保障さ
れ、高齢人口を支えることが長期的に可能で、なおかつ
現在の年齢構成を勘案し実現可能性の最も高い「人
口」及び「年齢構成」（年齢4区分別人口比：年少
人口、生産年齢人口、高齢人口、出産年齢女性人
口の割合）の目標値を設定するもの。

■一定の施策を実施することによって、将来達成したい
人口の量（数）と質（年齢構成）を示す。

フレームについて

＜財政フレーム＞

　総合計画の改訂、総合戦略の策定にあたって「人口フレーム（人口ビジョン）」及び「財政フ
レーム」を提示
　　⇒枠組み、目標として、施策形成の前提となるもの

※人口規模や年齢構成は、税収や交付税などの財政規模、提供する行政サービスの質と量の想定、さら
に将来の政策立案に大きく影響。

■財政運営は、将来の人口規模や行政需要など、「まち」
のボリュームを想定しつつ、最適な財政規模への収束を計
画的・総合的に進めていく必要がある。
■財政フレームは、持続可能な財政構造を確立し、計画
的な行財政運営を進めていくための総枠（フレーム）であ
り、健全な財政運営に向けた財政規律、適正な財政規
模、財政指標の達成目標を示すもの。
■今回は、明らかで、大きな要因変化を勘案して5年間に
ついては現実的で確実性の高い予測に基づく「達成目
標」、10年後、20年後は、持続可能な財政構造の確立
を目指す「あるべき姿」として設定。
■人口推移にあわせた適正な財政規模を設定していくこと
で、持続可能な「まち」と「市役所」の経営が可能。
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　■人口構造バランスを一定とし、長期的な安定化を目指す。
年齢４区分別人口構成比の目標
年少人口
（0~14歳） 12％前後

生産年齢人口
（15～64歳） 50％前後

高齢人口
（65歳以上） 40％前後

生産年齢女性人口 15％前後

2040年の人口目標（人口構成比）

12.1%

48.6%

39.3%

14.8%

34.0 

0

10

20

30

40
年少人口

生産年齢人口

高齢人口

生産年齢女性人口
（15～49歳）

（千人）

真庭市の目指すべき将来人口のあり方

人口フレームについて

■与件を加えながら、パターン分析し、最
適な目標を決定する。

■人口数を重視するか、年齢構成、男女
比を重視するかで目標が変化する。

＜与件、検討材料＞
　出生・死亡、転入・転出の推移
　総人口の推移に与えてきた自然増減及び社会増減の影響
　性別・年齢階級別の人口移動の状況
　地域間の人口移動の状況
　雇用や就労等に関する状況
　将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度
　人口構造の分析
　財政状況への影響
　社会資本の維持管理・更新等への影響

 　真庭市の将来を支える経済・産業への影響　　など

真庭市の目指すべき将来人口のあり方：人口構造バランスの長期的な安定化



■ 2018年社人研推計の検証

4出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

2013年に社人研が作成
した将来人口推計

2015年に「真庭市人口
ビジョン」に掲げた人口フ
レーム

2018年に社人研が作成
した新たな将来人口推計

2018年社人研推計

2015年
国勢調査

市独自推計2013年社人研推計
2015年 2015年国勢調査2010年国勢調査

基にして
作成

反映

2020年

今回新たに作成する人
口ビジョンに掲げる人口フ
レーム

新・市独自推計
新

基にして
作成予定

2020年～2040年の社会増減（女性）2040年の年齢別人口

新・市独自推計の基となる2018年社人研推計を検証

2018年社人研推計では、特に20～44歳の人口が減少！ 特に15～24歳の女性の人口流出が顕著！

※「社人研」：国立社会保障・人口問題研究所
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※2020～2040年の純移動率平均を比較

若年層 青年層
子育て世代

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0～
4歳

5～
9歳

10
～

14
歳

15
～

19
歳

20
～

24
歳

25
～

29
歳

30
～

34
歳

35
～

39
歳

40
～

44
歳

45
～

49
歳

50
～

54
歳

55
～

59
歳

60
～

64
歳

65
～

69
歳

70
～

74
歳

75
～

79
歳

80
～

84
歳

85
～

89
歳

90
歳

以
上

年齢別人口（2040年）

市独自推計 2013年社人研推計 2018年社人研推計

若年層 青年層
子育て世代

（人）

前回よりも推計の前提が
厳しい状態からスタート

前 新

社人研による将来人口推計の検証
※以降推計等は、総務省統計局「国勢調査」をもとにした
　 国立社会保障・人口問題研究所による数値を基本に検討・検証している



市独自推計 340 
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2013年推計 325 
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2018年推計 328 
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（年）

推計値

❏　2040年の総人口は、2013年版では32,500人程
度、2018年版では32,800人程度と推計されています。
❏　総人口の推計値を比較すると、2018年版は2013
年版より微増の傾向が見られます。

総人口の推移と将来推計

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計
人口」、真庭市「真庭市人口ビジョン（2015年）」　　　　　特記なき限り以下同じ
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（年）
2013年推計
2018年推計
市独自推計

※年少人口：0～14歳、生産年齢人口：15～64歳、高齢人口：65歳以上

❏　推計値を比較すると、2018年版は生産年齢人口
の割合が減少し、高齢人口割合が増加しています。

年齢別人口の構成と増減

年齢３区分別人口構成比

社人研による将来人口推計の検証

【現状】
・ 人口ビジョン：438
・ 社人研(2018）：433
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■ 社人研推計から見える課題と目指すべき方向性

6

■ 15～24歳を中心とした若年層の転出超過が顕著
■ 特に、 15～24歳の女性の人口流出が顕著

■ 将来的に子どもを産み育てる子育て世代（女性）の減少

■ 出生数の伸び悩み

課題（新・市独自推計を設定する上での）

■ 若年層～青年層の転入拡大・転出抑制

■ 特に女性の転入拡大・転出抑制

■ 出生を含む0～4歳の向上

今後の目指すべき方向性

社会増減

20～24歳から30～34歳の転入が増加

15～19歳の女性の転出超過が顕著

自然増減

子ども女性比は上向き

出生数の伸び悩み

2040年の人口構造

総人口の微増

生産年齢人口割合の減少

高齢者人口割合の増加

子育て世代人口の減少

10～14歳・15～19歳の転出が増加

社人研による将来人口推計の検証
真庭市人口ビジョンによる人
口フレームを確保・維持する
ために
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（例）新・市独自推計の検討

①検証１　2018年 社人研による推計（何も施策を打たない場合）
②検証２　総人口・年齢４区分別人口構成比を目標と合致させた場合
③検証３　若年層～子育て世代の人口を目標と合致させた場合
④検証４　2018年 社人研推計に、前期ビジョンの施策効果を適用した場合

検討パターン
新たな施策効果の考え方(案)

②③共通　5~49歳の転入を拡大
　　　　女性の転入拡大を推進

+ 
検証②　生産年齢人口に対して
　　　　　 徐々に転入を拡大
検証③　ターゲットを5年ごとに
　　　　　 変えながら転入を拡大

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
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年齢５歳階級別人口（2040年）

目標 検証１（社人研推計） 検証２ 検証３ 検証４

（人）

年少人口 若年層～子育て世代
（転入を拡大させる世代）

45歳以上
（目標を上回って推移）

4.1 4.2 4.4 4.2 

16.5 16.6 17.3 17.0 

13.4 14.1 14.1 14.1 
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年齢４区分別人口（2040年）

年少人口 生産年齢人口 高齢人口 年少人口

（千人）

増

増

増 増

増

※「目標」とは前期人口ビジョンのフレーム 生産年齢女性人口（15～49歳）

新・市独自推計の検討
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実現に向けた施策 目　標 施策効果

　子育て環境整備
婦⼈⼦ども⽐を１割上昇
当⾯５年後に出⽣率1.94を達成 年間40人程度の出生者数の増加

　若年層（10代後半～20代前半）
　 の転出抑制

転出率を１〜２割、抑制（転出抑制お
よびUターン促進） 年間10人程度の転出抑制

　青年層（20代後半～30代前半）
　 の転入促進 転⼊率を４割拡⼤（UIJターンの促進） 年間15人程度の転入促進

　子育て世代（30代～40代
　 の転入促進

転⼊率（転出率）を２割拡⼤（抑制）
（UIJターンの拡⼤、経済的事情(転職等)
による転出抑制）

年間3～5人程度の転入促進

■ 総人口　：3.4万人程度を維持
■ 年齢4区分別人口構成比 
　　　　　　　 ：2010年と同程度を維持

年齢４区分別人口構成比の目標
年少人口（0~14歳） 12％前後

生産年齢人口（15～64歳） 50％前後

高齢人口（65歳以上） 40％前後

生産年齢女性人口 15％前後

2040年の人口目標を実現するために、
施策効果を見直す。

実現する
ために

2040年の人口目標

新・市独自推計の検討

「第１期総合戦略」評価検証 「総合戦略」アクションプラン 「総合戦略」基本目標 「総合計画」基本計画

＜見直し、策定の流れ＞
人口ビジョンを基に政策検討

人口ビジョン
「目指すべき将来人口の
あり方」は、変更しない。
時点修正を行う。

真庭市の目指すべき将来人口のあり方：人口構造バランスの長期的な安定化 方向性（パターン）を検討
した後に施策効果を再設定
する。



総合計画・総合戦略等の事業形成の考え方（案）
１．基本的な考え方
●真庭市の政策推進の基本方針は、「総合計画：真庭ライフスタイル（一人一人の暮らしの充実）」、「SDGｓ：誰一人取り残さない
社会」の実現であり、「経済的、文化的、社会的貧困の解消」、「多彩で豊かな暮らしのための条件整備」、「人口減少の質的緩和」が施
策の根本理念である

●今回、新型コロナウィルス感染症により全国的に日常生活や経済活動に大きな影響が生じているが、特に真庭市において影響が顕著な
分野を把握し、短期的且つ迅速に対策を打つ必要がある
　⇒真庭市の理念に照らせば、生活者の支援として「失業者の抑制、雇用の維持」が最も重要（事業者支援もこの観点を重視）
　⇒感染症の影響による長期的な社会・行動変容の方向性・必要性は、以下のとおり「真庭ライフスタイル」と重なる

２．社会・行動変容に向けた施策検討の観点
①人口減少や「withコロナ」といった日本全体の社会的課題に対して、現在の社会体制（グローバル化や都市の過密化等）の変容が必要である

②生活の変容が永続的に実行できる前提として、「法（税）制度、生活文化、慣習、インフラ等」を作り替えていく決意が必要⇒人口密集による
　効率を追求した都市形成、人と物の移動による経済の拡大を前提とした社会経済体制の検証（反省、転換）が必要ではないか

③真庭市においては、自然環境や生活様式を大事に継承、活用し、「都市化・効率化・集住化」からは一線を画した、「真庭ライフスタイル（多彩性
　持続性、寛容性、許容性を備え、一人ひとりが潜在能力を伸ばしながら、それぞれの生き方を実現する暮らし方）」のステージとしての「まち」づくり、
　「社会・経済・環境」の調和と一体的発展、成熟を目指した「生活行動」を追求するべき

　⇒「多自然・低密度・分散居住」といった地域特性、地域の個性を生かして受け継がれてきた生活文化や一次産業、地場産業による
　　　循環型の「くらし」、「なりわい」を大事にする（地産地消とエシカル経済）

　⇒濃密ではあるが節度のある人との関りを大事にし、しかし決して他者を排除しないコミュニティの形成

　⇒芸術文化、高等教育、生涯学習への主体的参加による教養、シチズンシップ、人権意識、自治意識の一層の涵養を目指した行動

　⇒学び思索し、客観的に物事を見ることで、「急がない・欲張らない・足るを知る」暮らしの価値を、それぞれがそれぞれの立場で見つける
　　　　・「国家、社会とは何か」「社会福祉」とは何か⇒憲法13条「幸福追求権」、25条「生存権」に照らして税・国富を何に使うのか
　　　　・ナショナルミニマムとは・・・健康で文化的な最低限度の生活の保障⇒「最低限度」の底上げを目指してきたのではないのか
　　　　・文明は何を目指しては発達してきたのか、人類は何を目指してきたのか⇒今回、全世界に投げかけられた問いである 1

資料３
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５．予算計上について
●地方創生、総合戦略事業等は、令和３年度以降に実施する中長期の事業が中心となる
　⇒総合戦略（人口減少、人材育成、地域づくり）、共生社会推進（社会福祉、バリアフリー、人権）、過疎対策（地域価値向上
　　に必要なハード整備）等については、中長期（永続的）の施策であり、原則として令和３年度以降の予算に計上していく

３．事業形成の方向性
●短期・中長期（永続的）施策の両方とも、「生活者支援」と「事業者支援」のバランスが重要

●「生活者支援」としては、市民納得性が高く、且つできるだけ多くの市民が享受できるものを各課が実情に合わせて検討
　⇒市民の生活（困窮）実態の把握ができていないので、日本全体の傾向からの推論しかできないが、効果と実施可能性は高い

●「事業者支援」も、最終的には生活者支援として効果があるように事業スキームを考える
　⇒財政支出が市民経済に貢献・還元できるように配慮

４．検討手法
●短期・中長期の（政策・施策）事業（まちや社会の在り方を変える）を企図する根本的な考え方を共有する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒理念・方向性・獲得目標から事務事業を形成する（演繹的政策形成）

●各政策分野（市民生活・産業振興、文化芸術、教育、福祉等々）で、必要な事業を個別に形成する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒具体的な事務事業から、共通項を導き出す（帰納的政策形成）

●両手法の一体的実施と調整が重要（特にスケジュール感、実施可能性に留意）
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具体的事業（例）
１．生活・地域支援（生活弱者：女性・若者・貧困・ひとり親家庭、障がい者・・・特に配慮すべき）
①地域主体の取り組みの支援（中長期）
　・地域自治組織の強化（邑づくり会議、地域振興会社等）
　・地域資源を活用した自律的活動（生活支援、経済活動等）の伴走支援
　・社会的事業を担う団体（NPO等）の設立・活動支援
②移住者・関係人口の創出（短期・中長期）
　・空き家の活用促進（お試し住宅や二拠点居住、オフィス活用等）
　・プロモーション、リクルート活動（フェイスとフェイスの関係づくり等）
③生活必需支出の支援（短期・中長期）⇒生計費支援による実質可処分所得の増
　⇒特に、子育て世代、女性、若者に「大切にされている」と実感できる施策の重点実施
　・各種公共料金の減免、・給食費免除、・就学支援制度充実、・奨学金の一部免除
　・児童（扶養）手当の独自上乗せ支給、・結婚に踏み出せる支援（住宅、悩み事相談、地域の支援・・・）

２．経済活動支援（雇用維持、事業継続、福祉施設、福祉事業所等）+事業者体力強化も必要
①地域の体力強化（融資やマッチング、リクルート支援等）（中長期）
　・地域商社・地域振興会社等の設立支援
　・女性・高齢者・障がい者の働く場の創出など
　・人材獲得、関係人口・移住者のリクルート支援
②中長期の回る経済（市内消費の喚起、地域商品等の充実）支援（中長期）
　・地産地消促進に向けた市民ニーズに合った地域商品の創出
　・域外への販売や外需を見込んだ経済活動（観光など）の支援
　・地域主体のふるさと産品宅配事業など
③地域振興に向けた施設整備の拡大（短期・中長期）
　・地域振興移設、観光施設、コミュニティ施設等の改善　
　・都市機能（公共交通、道路、文化、教育・・・）の向上整備への投資
　・産業関連インフラ（情報通信、電力、上下水道・・・）の充実



真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略について

真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略 第２期真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）
序論 第１期における地方創生の現状等

Ⅰ．基本的な考え方 第１章 はじめに
第２章 地方創生の現状
１.地域経済の現状
２.人口減少・少子高齢化の現状
３.人口動態の状況
４.第１期総合戦略の検証（別添資料「評価・見直し一覧表」）
本論 第２期における地方創生
第１章 地方創生の目指すべき将来

Ⅱ．真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略の位置づけ
【真庭市政策体系】
【第 2次真庭市総合計画】
１．「基本目標」～25年後のまちの姿～
２．「基本構想」～10年間で達成しておきたいこと～
Ⅲ．政策の企画・実行に当たっての基本方針 第２章 政策の企画・実行に当たっての視点
１．まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立
（１）しごとの創生
（２）ひとの創生
（３）まちの創生
２．まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則 (１)まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則
Ⅳ．取組体制と「CAPD」の整備 (２)取組体制と PDCA の整備
（１）真庭市総合計画推進本部及び市民会議の設置・運営 １.総合戦略の推進体制
（２）データに基づく、地域ごとの特性と地域課題の抽出 ２.PDCA サイクルの確立
（３）地域間の連携推進 ３.政策間連携
（４）人材の育成と確保
（５）CAPD サイクルの「見える化」
Ⅴ．施策の方向 第３章 第２期における施策の方向性

(１)基本目標の見直し
(２)横断的な目標の追加
(３)多様なアプローチの推進

（１）真庭にしごとをつくり、安心して働けるようにする 【基本目標１】稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする
（２）真庭への新しいひとの流れをつくる 【基本目標２】地方とのつながりを築き、真庭への新しいひとの流れをつくる
（３）若い世代の結婚・出産・子育ての希望と教育・社会福祉を地域で支える仕組みをつくる 【基本目標３】結婚・出産・子育ての希望をかなえる
（４）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 【基本目標４】ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる

付属文書 アクションプラン
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本論 第２期における地方創生
第１章 地方創生の目指すべき将来
・地方創生は、それぞれの地域で住みよい環境を確保することにより、出生率の低下によって引き起こされる人口の減少に歯止めをかけると
ともに、東京圏をはじめとする都市部への人口の過度の集中を是正し、将来にわたって活力ある日本社会、地域社会を維持することを目
的としている。
・真庭市においては、「人口ビジョン」の検証結果から、総人口の推移（減少数や減少率等）は概ね想定の範囲内であるが、若年層、特
に女性の転出超過、さらに出生数の劇的な減少等により、人口の質（男女比や年齢構成）の悪化が想定を超えて加速している。
・人口減少自体は全国的・構造的な課題であり、国全体の経済・社会制度が大きなダメージを受けることとなる。
・特に地方にとって人口減少は、将来的な地域社会の担い手減少や市内消費の減少による地域経済の縮小など、様々な社会的・経済
的な課題が生じることが予想されており、こうした状況が継続すると、人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が更に人口減
少を加速させるという負のスパイラルに陥ることとなる。
・都市機能の維持には一定の人口規模と密度が必要なことから、人口減少により都市機能を維持することが困難となり、地域の魅力・活
力を低下させ、更なる人口流出を招くおそれがある。
・さらに、日常の買い物や医療など地域住民の生活に不可欠な生活サービスの維持・確保が困難になるおそれがある。
・以上のような人口減少や、東京圏への一極集中がもたらす危機を国と地方公共団体がしっかりと共有した上で、地方創生の目指すべき
将来に向けて迅速に取り組む必要がある。
・地方創生は、各地域が意欲と熱意を持ち、その地域の強みや魅力を活かした取組を自主的・主体的に行うことが重要であり、具体的に
は、人口減少を和らげるため、結婚、出産、子育ての希望をかなえ、生活面の充実を図るとともに、文化や歴史、街並み等を活かした「暮
らしやすさ」を追求し、地方の魅力を育み、ひとが集う地域を構築することを目指す。
・ただし、人口減少は、その歯止めに時間を要し、歯止めをかけたとしても一定の人口減少が進行していくと見込まれることから、生活・経済
圏の維持・確保や、生産性の向上などに取り組み、人口減少に適応した地域をつくる必要がある。
・特に、今回の新型コロナウィルス感染症の爆発的な感染拡大の要因は、都市部、特に東京圏にひとが一極集中している状態によるもの
が大きいと言われており、今後も新種の感染症等が発生した場合には、同様に日常生活や経済活動への深刻な停滞を招きかねず、また、
今後発生が予測されている首都直下地震などの巨大災害による直接的な被害が大きくなることも高い確率で予想されている。
・そういった観点からも、多自然・低密度・分散型の居住空間を持つ中山間地域の価値を再認識しつつ、人口減少に適応した社会制度
や国土開発全体を見直していく契機とすべきである。
・真庭市においては、構造的に避けられない人口減少のスピードを極力緩和し、バランスの取れた年齢構成実現に向けた施策を積極的に
展開しつつ、「一人ひとりが豊かさとは何か、自分の存在価値は何かを学び考える中で、一人ひとりの価値（地域への想いを深め、社会に
参加し行動する）を高め、価値人口（人口の総合的価値）を維持することで、人口減の影響を克服する」といった、人口に対する前向き
なアプローチ「質的・総合的価値の維持・向上」を一層強化する。
・さらに、世界も視野に入れて、競い合いながら、観光、農業、製造業など、地域ごとの特性を活かして域外から稼ぐとともに、域外から稼い
だ資金を地域発のイノベーションや地域企業への投資につなげる等、地域の隅々まで循環させることにより、地域経済を強くしていく。⇒競
争の肯定や富の配分方針が真庭市の方向性と整合するか？
・これらを通じて、将来にわたって「活力ある地域社会」を実現して、住民一人ひとりがそれぞれ暮らす地域において、家族や友人、隣人等と
の交流の中で、豊かさと生活の充実感を享受できるようにしていく。

Ⅴ．施策の方向 第３章 第２期における施策の方向性
全ての市民がそれぞれに幸せな人生が送れるためには、真庭で暮らす選択肢の幅を広げ、「地域（に暮らす）の価値」を総合的に上げて
いくことが必要である。
真庭市のまちづくりの羅針盤である「第 2次真庭市総合計画」の基本理念は、「人間の安全保障」を根底に、一人ひとりの暮らしを大切に
し、暮らしの文化と人が暮らす環境を大切に将来に引き継ぎ、地域資源を生かした、地域内で循環し地域外と連携する経済づくりを進め、
教育と文化の力、コミュニティと市民の力を大切にしながら、多様性を相互に尊重し、互いに応援しあう「循環連携・共生社会」の構築によ



る「多彩な真庭の豊かな生活：真庭ライフスタイル」の実現である。
これは、SDGs の「だれ一人取り残さない」、「環境・社会・経済の調和と一体的進歩」などの理念と軌を同じくするものである。
第 2期総合戦略では、「今まさに真庭で暮らす人・生活者にとっての地域価値の向上」、「実質的な人口増のための出生数増加」を達成
するため、新たに共生社会や SDGs、Society5.0、関係人口の創出・拡大など、市民の精神的豊かさや未来技術の活用、活動・価値
人口の創出などを方向性として追加することとした。
一人ひとりが「豊かさとは何か」「自らの存在価値は何か」を学び考える中で、一人ひとりの価値（地域のへの想いを深め、須赤井に参加す
る意思）を高め、活動人口化し、人口の総合的価値を維持することで物理的人口減の社会的影響はカバーできるのではないかと考える。
そのためには、地域が自立しながらも、排他的でない普遍性を持った共生型コミュニティを実現すること、皆に居場所があり、それぞれが自信
をもって真庭市で暮らすこと、真庭で暮らす人たちを「活動人口」にし、真庭に共感する人たちを「関係人口」にしていくこと、そういった、人口
減少を一人ひとりの存在感や価値、重みが増すといった文脈で捉え直し、一人が 1.5 人分の重みや参加があれば「価値人口」は減らな
い、「一人ひとりの価値・重み」を増すことで人口減少に起因する課題の多くは克服可能といった前向きなビジョンに沿った施策形成を進める
必要がある。
そして、それぞれの人生を生きるステージ、「生存・生産・生活」の基盤としての「まち」の価値を高める観点から、「人間の安全保障（貧困・
防災・シビックプライド）」、「経済産業活動（生産・流通・販売・消費）」、「社会的共通基盤（自然・福祉医療・教育・文化・都市機
能）」等の節度ある成熟を目指す。
(１)基本目標の見直し
(基本目標１、４：「ひとが集う、魅力を育む」観点の追加)
地方において人手不足の状況にある中で、多くの若者が就職の機会を捉えて都市に集まってきている状況を踏まえると、単に雇用を創出す
ることにとどまらず、稼げる地域をつくり、地域における所得の向上ややりがいの面で魅力的なしごとの場を地方に創出する必要がある。
加えて、その地域に訪れ、住み続けたいと思えるような地域をつくるためには、豊かな自然・文化の中で暮らしたい、人々とつながりに恵まれた
地域で暮らしたいといった、人々の様々な希望をかなえる「まち」の魅力をつくることが重要である。
このため、他の地域との連携の視点を持ちながら、質の高い暮らしのためのまちの機能の充実に取り組む必要がある。
その際、地域の空き家や廃校などの地域資源を最大限に活用し、新たな価値を創造することが重要である。
(基本目標２：「地方とのつながりを築く」観点の追加)
地域に住む人々だけでなく、地域に必ずしも居住していない地域外の人々に対しても、地域の担い手としての活躍を促すこと、すなわち地
方創生の当事者の最大化を図ることは、地域の活力を維持・発展させるために必要不可欠である。
このため、地域外から地域の祭りに毎年参加し運営にも携わる、副業・兼業で週末に地域の企業・NPO で働くなど、その地域や地域の
人々に多様な形で関わる人々、すなわち「関係人口」を地域の力にしていくことを目指す。
また、関係人口は、その地域の担い手として活躍することにとどまらず、地域住民との交流がイノベーションや新たな価値を生み、内発的発
展につながるほか、将来的な移住者の増加にもつながることが期待され、さらに、受入側のみならず、地域に関わる人々にとっても、自己実
現の機会をもたらし、双方にとって重要な意義があるため、地域に目を向け、地域とつながる人や企業を増大させることを目指す。
(２)横断的な目標の追加
(多様な人材の活躍を推進する)
地方創生が点の取組から面の取組に広がり、真に継続・発展していくためには、域内外にかかわらず、地域に関わる一人ひとりが地域の担
い手として自ら積極的に参画し、地域資源を活用しながら、地域の実情に応じた内発的な発展につなげていくことが必要である。
このため、多様な人材が活躍できる環境づくりを積極的に進める。
また、活気あふれる地域をつくるため、若者、高齢者、女性、障がい者、外国人など、誰もが居場所と役割を持ち活躍できる地域社会を目
指す。
(新しい時代の流れを力にする)
Society 5.0 の実現に向けた未来技術は、自動化により人手不足を解消することができるとともに、地理的・時間的制約を克服すること
が可能であり、例えば、自動走行を含めた便利な移動・物流サービス、オンライン医療や IoT を活用した見守りサービス等により、高齢者も
含め、利便性の高い生活を実現し、地域コミュニティの活力を高めることができる。
このように、未来技術は、まち・ひと・しごとのあらゆる分野において、住民の生活の利便性と満足度を高める上で有効であり、地域の魅力を



一層向上させることができる。
また、持続可能な開発目標(SDGs)は、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会
の実現を目指して、経済・社会・環境を巡る広範な課題解決に統合的に取り組むものである。
したがって、持続可能なまちづくりや地域活性化に向けて取組を推進するに当たっても、SDGs の理念に沿って進めることにより、政策全体
の全体最適化が期待でき、地方創生の取組の一層の充実・深化につなげることができる。
特に、SDGｓ未来都市である真庭市においては、日本の中山間地域のモデルとして、様々な取組に経済、社会及び環境の統合的向上
などの要素を最大限反映することが重要である。
(３)多様なアプローチの推進
第１期において、地方創生に取り組むに当たっては、地方の「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立し、その好
循環を「まち」で支えるという、「しごと」起点を基本戦略としてきた。
しかし、例えば、「ひと」と地域の交流を深める中で「しごと」を起こしていく「ひと」起点のアプローチや、地域の文化・自然といった資源を活かし
て「まち」の魅力を高め、「ひと」を呼び込むという「まち」起点のアプローチなど、多様なアプローチも考えられる。
今後は、従来の「しごと」起点のアプローチに加え、地域の特性に応じて、「ひと」起点、「まち」起点という多様なアプローチを柔軟に行い、ま
ち・ひと・しごとの好循環をつくり出していく。



ワークショップの開催について
●ワークショップについて
　総合計画改訂・総合戦略策定に向けて、市民のご意見を聞く場として自由で活発なご議論をしていただく場としてワークショッ
プを開催します。市民からの具体的事業提案等を行っていただき、総合計画・総合戦略内容の充実を図っていきます。

テーマ 日時 場所 内容（案） 

雇用創出  7月20日（月） 
 18：30～20：30 市役所本庁舎 若者と雇用 

 ※市内企業に勤務する若手職員で議論します。 

交流定住 

 7月16日（木） 
 11：00～14：00 

 えがお商店 
 （中和） 空き家対策について 

 7月18日（土） 
 10：00～12：00  落合総合センター 子育て中のお母さんによる女性発信の交流促進

子育て 
教育 

 7月20日（月） 
 10：00～12：00 久世公民館 

結婚の夢をかなえる、安心できる出産・子育て支援、子
どもと大人を応援する教育 

 ※子育て世代中心に議論していただく予定です 
　託児サービスを設けます 

まちづくり  7月17日（金） 
 19：00～21：00 久世公民館 若年層～青年層の転入拡大・転出抑制に向けたまち

づくり 

●各テーマの日程等

●高校生ワークショップ
真庭の未来に
ついて 

 8月7日（金） 
 14：00～16：30 勝山体育間  真庭の４校地合同開催

資料５



●各部会の検討スケジュール

全体
公
表

● ● ● ● ●

市民ワークショップ ● ●

● ● ● ● ● ● ●

職員ＰＴ 　● 　●

市民ワークショップ
● ● ● ●

● ● ● ● ●

職員ＰＴ ●

市民ワークショップ ● ●

まちづくり部会会議 ● ● ● ● ●

市民ワークショップ ●

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

雇用創出部会会議

交流・定住部会会議

子育て・教育部会会
議

素案策定方針策定 原案策定

雇用創出部会

最終調整

交流定住部会

テーマごとに分けてワークショップ等を開催

子育て・教育部会

アンケート

とりまとめ

当初予算編成

8月～9月で第2回を開催

まちづくり部会

職員ワークショップ

職員ワークショップ

職員ワークショップ

パブコメ
公

表

書面報告

6/15～6/19　第１期戦略評価検証資料作成
6/26～7/10　第２期戦略計上資料作成
7/22～8/7　　WS等の意見を反映して第２期戦略事業資料作成

7月上旬　第１期戦略評価検証
6月下旬～9月中旬　第２期事業検討
7月上旬～9月中旬　第２期戦略の策定
8月上旬～9月下旬　総計見直し検討

7月上旬　第１期戦略評価検証
7月下旬　アンケートとりまとめ完了　
8月下旬　事業施策とりまとめ

7月上旬　第１期戦略評価検証
7/20　　　ワークショップ開催　
～　　　　　市民意見を取り入れながら事業施策とりまとめ

資料６-1



令和2年(2020年)7月 3 日

総合計画推進本部会議資料

雇 用 創 出 部 会

雇用創出部会 中間報告

１ 検討の方向性

次期総合計画は、「人の流れを獲得する、呼び込む、人を外に流出させない」を基本方針

として、魅力的な地域を作っていくことを目的に検討が進められている。この中で、本部会

の役割は、人々が真庭に暮らし続けていくために不可欠である「稼ぎ」を生み出すことであ

る。ただ、人はパンだけで生きているわけはなく、真庭に暮らし、働くことに誇りと幸せを

感じられる仕事の場を作り出すことが不可欠である。それが真庭出身者、真庭の関係人口に

とって、真庭市が選ばれる価値となる。

すなわち、仕事と暮らし、人と人のつながり（地域コミュニティ）、豊かな自然環境とは

不可分の関係にある。その意味で、雇用創出部会と交流定住部会は、表裏の関係である。交

流定住部会は、「地域・個人の暮らしの維持」の視点から仕事（稼ぎと務め）に向き合う。交

流定住は「稼ぎ」としての仕事だけでなく、「務め」（地域に対してでもあり、環境に対して

でもある）としての仕事の在り方を模索する。

しかしながら同時に、美しい言葉や思想だけでは机上の空論である。衣食足りて礼節を知

る。活力ある経済がなければ地域社会は維持できず、環境を保全するための技術や資金も生

まれない。健全な地域社会がなければ経済が繁栄しても人々は守銭奴になる。環境に対する

過度の負荷は、大雨の頻発などの気象災害となって、これまで大規模災害から比較的逃れて

きた真庭の人々の生活を脅かしている。
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タイプライターテキスト
資料６－２




「社会」と「経済」と「環境」とは別々のものではない。相互が噛み合った歯車のようなも

のである。それが SDGｓである。本総合計画の各部会の検討も、20世紀的な分業、分担で

はなく、SDGｓという共通言語の下に、常に「社会」「経済」「環境」の統合を共通目標とし

て意識しつつ、それぞれの視座に立って検討を進めることが必要である。

ただ、SDGｓは世界の人々に共通する目標ではあるが、中山間地域に暮らす私たち、特に

子ども達にとっては、対象が広すぎるために分かりにくい。このため、抽象論ではなく、具

体的なアクションとして実践しながら、「自分たちの暮らしが SDGｓにつながっている」と

いう意識を市民で共有していくことが重要である。これが”Local SDGs”の考えであり、環境

省が展開する「地域循環共生圏」がその一つのモデルである。雇用創出部会の事務局を務め

る産業観光部では、真庭市が「地域循環共生圏」の全国４つのモデル地区の一つに選定され

たことを受け、市の農業・林業・観光政策を”Local SDGs”の観点から再構成する作業を行っ

ており、今後、次期総合計画の産業政策の支柱として、検討を進めていく。

なお、産業と雇用の創出に当たって、公的セクターである市役所が担うことができる役割

はおのずから制限される。一方で市役所だからこそ果たし得る役割もある。私たち公的セク

ターの仕事は、民間セクターの活力があって初めて存立するものであり、その上で民間セク

ターだけでは解決できない環境問題などの厚生の実現も公的セクターの役割である。このた

め、今後、雇用創出のための具体的な施策を検討していく上で、市役所がどのような役割を

果たし得るか、果たすべきかということについても検討を行う。



２ 経済政策の考え方

以上のような認識に立った上で、雇用創出部会は、「地域の総生産額(付加価値)の増大があ

って、初めて雇用が拡大する」というマクロ経済の原則に立った上で議論を進める。

Y(総生産)=C(消費)+I(投資)+G(公的支出)+(X(移出)-M(移入))

※Y(総生産)の増加のためには、C(消費)、I(投資)、G(公的支出)、X(移出)の増加、

若しくはM(移入)の減少が条件となる。

第 2次真庭市総合計画では、地域の「モノ」と「経済」の循環の構築を目指した「回る経

済」の実現を目標に掲げている。これは、外部への X(移出)の増加とM(移入)の減少を狙っ

たものである。具体的には、これまで産業廃棄物として市外に搬出していた製材端材をバイ

オマス発電に活用することや、生ごみを資源化してバイオ液肥として農業利用することによ

り外部から購入していた肥料代を削減することでM（移入）の減少を図ること、あぐりネッ

トワークによる農産物の市内流通網を構築するとともに、大阪の真庭市場で販売することで

X(移出)の増加を図ることなどが挙げられる。

さらに、平成 30年に「SDGｓ未来都市」、平成 31年に「地域循環共生圏」に指定された

ことを受け、「真庭里海米」、「広葉樹の循環利用」、「蒜山の山焼きの復活と茅としての活用」、

「渚の交番」、「蒜山自然再生協議会」といった取組がスタートした。これらの取組に共通す

るのは、環境問題を環境サイド、また真庭市内部だけで考えるのではなく、経済と環境の両



立こそが持続的な環境保全と経済の発展につながるとの考えの下に、「森里川海連携」をキー

ワードにして、民間事業者や市民を巻き込んだ実践を進めていることである。

これらの取組については、「蒜山振興計画基本構想」等に盛り込むとともに、市民とのワー

クショップや今秋から本格的な議論を開始する「森林・林業検討会」などの場で検討を進め

ていくこととしており、総合計画の検討と軌を一にして、議論を深めたい。

なお、Y(総生産)の増大に当たっては、Y(総生産)の増大に加えて、各産業分野にかかわる

関係者の効用の最大化が重要である。例えば、真庭の基幹産業である製材業は、川上の林業

X(移出)の増加

　　　　　モノと経済の循環＝M(移入)の減

産業廃棄物

第2次総合計画の「回る経済」

大阪府
高槻市

製材端材等→発電

真
庭
市

　　SDGｓの視点に立った新たな「回る経済」

ヒト・モノでの

つながり

環境でのつながり

都市

真
庭
市

海



や川下の住宅産業、そしてそれらをつなぐ市場や運輸業などの多数の関係者のサプライチェ

ーンによって構築されており、それらの関係者が共存共栄できる仕組みの構築が重要である。

現在、産業観光部では産業連関表の作成に取り組んでおり、その成果を部会の検討に活用し

たい。
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交流定住部会

●交流定住施策の方向性
総合計画に示されているとおり、真庭市のまちづくりの基本は、
①まず、自らの地域に誇りを持ち、地域資源を活用した魅力向上や持続可能性を高める営みに自
発的に関わること
②そして、外部に向けて自信をもって発信し、共感する人を獲得し
③交流や関係を作り、新しい価値観を取り入れ、さらに地域の価値を向上させ
④さらに共感者を増やし、地域の魅力を上げることである
これが、「真庭ライフスタイル」の成長サイクルである

地域づくりや地域コミュニティ維持の目的は、地域に暮らす人一人ひとりの暮らしの豊かさを維持向上
させること
市が行う「交流定住施策」の方向性・命題は、そういった地域や個人の暮らしを維持していこうとする
自発的な営みをいかに支えていくかである
また、地域維持の基本は「自立」であるといわれているが、「補完性原理」「自己決定」に加えて、近
年では、「経済的自立」の観点が強調されるようになってきた
もちろん、経済的な基盤は、地域維持活動の持続の土台となるものではあるが、市民の多くは、被
雇用者又は農林業等の小規模自営業者として生計を維持している
そして、こういった私的な生業・生活に加えて、地域社会の構成員として、公の領域の「務め」を担っ
ているのが中山間地域の通常の生活スタイルである

それは、人間は、他者との関りによってのみ生きることのできる社会的動物であり、必然的に人間的な
生活の最も重要な部分として、自らが所属する地域社会・コミュニティを維持してきた
地域を持続することは、個人にとっても普通の日常生活を続けていくために不可欠のものとされてきた
地域の維持は、地域の共有財産（お祭りや生活文化、道路や水路、自然環境等）の継承や、子
育てや見守りなど、これまで普通に行われてきた相互扶助が継続できるかどうかにかかっている

地域やコミュニティにおける経済活動とは、そういった、地域にとって必要不可欠な営み、「務め（地
域維持のための社会的相互扶助）」の仕事化のレベルではないかと考える
よって、マクロの経済活動ではなくミクロの経済活動（オーダーメイド、フェイスツーフェイス、個別事案、
地域ごと、一件づつ）がキーワード・コンセプトとなる
例えば、地域振興法人等による地域の足確保や買い物支援、健康づくり教室などの会費徴収、空
き家や観光資源、特産品の活用による外貨獲得も「務め」の「経済化」であるが、最終的には地域
住民のもとに還元されることが重要である
同時に地域の根本はあくまでも「人」であり、コミュニティの強化や地域振興法人の立ち上げなどもそう
いった考え方から、地域の人が参加し自主的に運営するプラットフォームとして支援するものである
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交流定住部会

現実には、人口減少や高齢化が地域の深刻な課題ではあるが、人口が減っても、自らの意思による
地域住民の参加と行動、「務め」を担う意思を持つこと、自らが健康であることで地域に住む人たちが
活動人口化することで、地域維持の可能性は高まるはずである
加えて、特に都市とは違った魅力や可能性を求める若者たちや豊かなセカンドライフを求めるシニア世
代などを移住者として獲得したり、地域就業による流出人口の減少、加えて、そこには住んでいない
が応援していきたいという意思を持った市外の真庭ファンである関係人口を作ることなど、地域に関わ
る実質的な人口を維持することが必要である

これは、第 2期総合戦略で追加された「多様な人材の活躍促進」、「関係人口の創出」といった新
たな政策目標にも合致しており、そのための市内市外に向けた情報発信、プロモーションが一層重要
となってくる

加えて、今回の人口ビジョンで示された、最大の政策ターゲットである「若年女性人口と出生数」の維
持に対する、地域づくり政策の観点としては以下の点を考慮する必要がある
①女性視点を反映した女性の働く場づくりや地域ぐるみの子育て支援など
②健康長寿促進事業や地域振興会社など「務め」に関わる仕事への「女性」活用

●ワークショップの進め方（別紙のとおり予定している）
ワークショップに関しては、地域への思いや問題意識を持った人、実際に活動をしている人たちに呼び
掛けて実施する（単に人数を集めても無意味）



林業木材産業関連従業員
数：●名増/年（5年で●
名増）
→KPIも見直す予定

・里山真庭の森林づくり推進事業【R3～R7】
(森林経営の効率化の実践、持続可能な森林と林業を担うひと（組
織）づくり、不在地主所有山林への対応）

市内素材生産量20％増
加：
0.44㎥/年増加
11万㎥(R1)→13.2万㎥
(R6)

林業・バイオマ
ス産業課

施策：素材生産業者、製材業者に年度当
初時点の従業員数聞き取り
事務事業：真庭木材市売、県森連に聞き
取り

継続

CLT等木材利用普及推進事業【R3～R7】
→名称及び内容変更予定(小事業と連動予定)
（CLT活動拠点施設整備、ラミナ安定供給研修会、普及推進イベ
ント）

CLT関連セミナー年2回
集客数100名以上

岡山県と連携したラミナ供給体制の構
築
東京オリンピック・パラリンピックでのCLTの
活用

林業・バイオマ
ス産業課

事務事業：市主催、共催のCLTセミナーの
開催による集客人数

継続

※再検討 ※再検討

・CLT建築物整備事業　【R3～R7】
（CLTパビリオン、ギャラリー、ビジターセンター、カフェ機能の整備）

・入込客数：60千人
・インバウンド客数：550人
・起業者数(蒜山)：1人

産業政策課 施策：新規も踏まえて新アクションプラン素案
を作成時に検討予定。
事務事業：入込客数調査、インバウンド宿
泊者数、起業支援補助金（全て蒜山に限
る）

継続

※再検討 ※再検討

・世界に目を向ける真庭の人づくり【R3～R7】
→名称及び内容変更予定(小事業と連動予定)
（製材品のブランド価値向上、”新たな木材の用途”検討体制の構
築、真庭の木材産業PR）

木製品展示会開催数年1回
集客数100名以上

林業・バイオマ
ス産業課

施策：新規も踏まえて新アクションプラン素案
を作成時に検討予定。
事務事業：木製品展示会開催による集客
人数

継続

生ごみ資源化による地域産業の創出
◎廃棄物の資源化・循環化による地域産業
の創出

・生ごみ等資源化事業の起
業：1件
・新規雇用者数：8人

・生ごみ資源化地域産業事業　【R3～R6】
（生ごみ等の資源化事業の実施、地元農家での利活用）

生ごみ等資源化施設の運転
管理スキーム構築：1件
生ごみ収集スキーム構築：1
件
バイオ液肥運搬・散布スキー
ム構築：1件

近隣市町村との連携による生ごみ循環
の構築
連携中枢拠点都市（岡山市）、交流
協定市（高槻市）との連携による販路
開拓、来訪者獲得

環境課 施策：生ごみ資源化地域産業事業
生ごみ等資源化施設稼働数(R6稼働)
生ごみ等資源化施設雇用総定数
(R6雇用開始)　　　
事務事業：生ごみの収集、バイオ液肥への
資源化、散布までを事業化することで地域産
業と雇用の創出を図る。
生ごみ等資源化施設稼働数(R6稼働)

継続

１．真庭にしごとをつくり、安心して働けるようにする
１）基本目標
①雇用者数の増：6年間で３００人
②うち青年層の雇用者数の増：6年間で１５０人
２）講ずべき施策に関する基本的方向
①積極的な企業情報の発信により雇用のアンマッチを解消し、青年層の人材の育成・定着を図る
②意欲をもって、それぞれの個性、能力を生かした「しごと」づくりに対して、起業時、起業後のフォローの充実により、起業しやすい環境づくりを図る
③地域資源の森林を最大限活用し、木の価値向上と森林所有者への所得還元を進め、資源循環型の森林づくりによる林業・木材産業の雇用創出を図る
④地域資源を活用した市内外の事業者の連携により、新産業の創出と高付加価値化を図り、さらに、都市部との連携（人材・研究機関・販路）により「回る経済」を確
立し、雇用の創出を図る
⑤基幹産業である農林畜産業の基盤強化、法人化支援や市内の加工技術の進化による６次産業化により、農林畜産業従事者の確保を図る
⑥観光資源の再認識とブラッシュアップ、広域的な観光振興体制の強化により、観光関連就業者数の増加を図る

①「真庭ライフスタイル」実現のための良質な雇用環境の創出

②「木を使い切る真庭」の創出

③「回る経済」実現のための地域資源を活用した魅力ある「しごと」創出

具体的な施策（中事業レベル）
【施策】

重要業績評価指標
（施策のKPI)

施策達成のための事務事業（小事業レベル）【事業実施年度】
【事務事業】

各事業の達成目標
(事務事業のKPI)

地域連携の視点

　　　　　　　　KPIの算出根拠
(何の資料のどの数値の集計か等、担当者が
変わっても誰でも毎年算出できる根拠(方
法)を記載)
※施策と事務事業、両方のKPIの根拠を記
載すること！

R3以降
アクションプラン
継続　or 廃止

里山真庭の森林資源がつなぐ「まち・ひと・し
ごと」づくり
◎真庭産木材の安定供給体制の構築により
起業及び雇用を創出
◎「木のまち」のＰＲによるまちのにぎわいの
創出
→部局経営目標と比較し再検討予定

産業政策課のアクションプランについては、新規分と併せて全てを再検討
するため、一旦継続案件から全ての小事業レベルの事業を削った。

産業政策課のアクションプランについては、新規分と併せて全てを再検討
するため、一旦継続案件から全ての小事業レベルの事業を削った。

令和2年(2020年)7月3日

総合計画推進本部会議資料

雇用創出部会

新規分と一緒に部会で検討

予定のため、現在保留

6/25の部会にて、現在1年延長しているアクショ

ンプランの事業について、新しいアクションプ

ランへも継続されるかどうか協議。現在新規事

業として新しいアクションプランに計上する事

業を各課で協議中のため、その内容を精査した

後に施策のKPIを協議する予定。
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真庭市まち・ひと・しごと創生総合戦略_アクションプラン

具体的な施策
（中事業レベル）

重要業績評価指標
（KPI)

施策達成のための事務事業（小事業レベル）
【事業実施年度】 各事業の達成目標及び成果(カッコ内)

市民協働のまちづくり
◎市民協働に係る各種情報交
換等による連携した協働のまちづ
くりの推進

地域振興法人・
NPO法人設立

地域振興法人、NPO等に対する各種情報提供、育成に関する支援
（市民活動支援、NPO等立上げ支援、情報共有等）

法人等設立数：15団体（18団体）
継続(当初の目的を未達成であり、継続すべ
き)

交流定住推
進課

・湯原地域振興事業（式内八社）【H27～H31】
（歴史調査から掘り起こされた地域資源を観光・交流・定住につなげる）

・交流人口：260人（260人） 継続(当初の目的を未達成であり、継続すべ
き)

湯原振興局

・湯原地域振興事業（魅力発見）【H28～H31】
（真庭の木を使った木工土産品づくり）

・定住者数：2人（3人）
・交流人口：20人（2,217人/5年）

内容を見直して継続（地域資源を木工に限
定せず広く再定義し、空き家対策(人口減少
対策)を最重要課題として取り組む）

湯原振興局

・北房地域振興事業（阿口）【H28～H31】
（北房もみじ公園、旧阿口小学校等の遊休施設を活用した交流事業を行う）

・地域担い手組織設立：1組織（0組織） 内容を見直して継続（事業の中心を廃校活
用からもみじ公園に変更し取り組む）

北房振興局

・シティプロモーション推進事業　【H27～H31】
（効果的、効率的な情報発信の積極的な展開）

・まにぞう着ぐるみ貸し出し件数：130件 （186件）　・公式FB開設・更新回
数：79回（284回）　・ホームページアクセス件数：664万件（345万件）　・ま
にぞうメディアへの登場回数：64回（30回）　・動画再生回数：51,600回
（27,000回）

内容を見直して継続
秘書広報課

・関西認知度アップ事業　【H27～H31】
（真庭市場等の活用やイベント等重点的に取り組み、更なる認知度アップにつなげる）

・イベント開催数：21回（24回）
・来店客数：951,000人（631,385人）
・関西メディア出演件数：26件（30件）

削除（通常業務として実施する）
秘書広報課

・真庭ファンデータベース活用事業　【H27～H31】
（真庭を応援してくれている人をデータベースで一元管理し、効果的・効率的な発信につなげる）

・データベース登録者数：13,600人（4,000人）
・情報発信回数：14回（68回） 削除（通常業務として実施する）

秘書広報課

・交流定住推進事業　　【H27～H31】
（地域資源のデータベース化事業、廃校等を活用した、地域の学びや交流の場づくり、都市と農山村を
つなぐ相談窓口で悩みがスッキリ事業）

・プラットホームＨＰ構築数：5件（3件）　・新コンテンツ追加数：15件（16
件）　・情報発信サイト団体数：80件（28件）　・相談会参加回数：50回
（53回）　・活用基本方針策定・廃校活用件数：3件（6件）　・移住相談件
数：60件（236件）　　・移住者数：75人（135人）　・相談窓口相談件
数：350件（310件）

内容を見直して継続

交流定住推
進課

・交流定住推進事業（アクションプラン実現）　【H27～H31】
（相談会等の開催による知名度向上や移住促進）

・交流人口：500人（4,100人）
内容を見直して継続

交流定住推
進課

・空き家活用補助事業　【H27～H31】
（地域と行政が一体となり、空き家の登録を増やし空き家活用を促進する）

・補助金利用件数：45件（160件） 継続(当初の目的を未達成であり、継続すべき
である)

交流定住推
進課

・交流・定住人材育成事業（なりわい塾）　【H27～H31】
（真庭でくらすための“塾”を開催し、交流・定住につなげる）

・なりわい塾参加者数：100人（90人）　・なりわい塾開催回数：40回（33
回）　・移住者数：5人（4人） 継続(継続すべきである)

交流定住推
進課

・空き家情報バンク推進事業　【H27～H31】
（地域と行政が一体となり、空き家の登録を増やし空き家活用を促進する）

・空き家情報バンク登録件数：160件（148件）
内容を見直して継続

交流定住推
進課

・お試し住宅推進事業　【H27～H31】
（真庭を知ってもらうためにお試し住宅を利用しやすくし、移住等につなげる）

・利用件数：75件（52件） 継続(当初の目的を未達成であり、継続すべき
である)

交流定住推
進課

・呰部商店街まちづくり事業【H28～H31】
（呰部商店街を昭和の香り漂う町並みに再現し、地域資源を活用した取り組みで地域活性化を図る）

・交流人口：5,440人（1,530人）
・協力店舗数：8件（4件） 内容を見直して継続

北房振興局

・勝山地域振興事業（町並み活性化）【H27～H31】
（空き家、空き施設の移住者受け入れや移住体験施設への活用）

・利用空き施設：7件（4件）
内容を見直して継続

勝山振興局

・別荘等利活用事業（蒜山地域）【H27～H31】
（空き別荘等を活用し、「貸す」「売る」等ができる体制整備を地域と行政が一体となって取り組む）

・交流人口：30人（42人）
削除（当初の目的を達成し、通常業務として
実施する）

蒜山振興局

２．真庭への新しいひとの流れをつくる
１) 基本目標
①転入者数：6年間で155人増加
②転出者数：6年間で55人減少
③交流人口：6年間で24,800人増加

２) 講ずべき施策に関する基本的方向
①「地域資源」を発掘し、「交流資源」に磨き上げ、その交流資源を全国に発信し、本市の知名度を上げて移住につなげ、転入者の増加を図る
②地域資源を生かした真庭らしい生き方「真庭ライフスタイル」を提案、実践し、生活の魅力を向上させ、定住促進及び転出者の減少を図る 
③交流定住センターを充実し、地域住民と移住をつなぐ人材を確保し、市外からの移住者を地域ぐるみで支援して定住の促進を図る 
④地域の特性を生かして地域内外で連携し、交流人口、関係人口の創出・拡大、移住定住の促進を図る

①地域振興事業：地域資源を生かした地域活性化（地域住民を対象とした事業）

②真庭市売り出し（シティプロモーション）の推進（内と外を繋ぐ事業：市民には「まち」のことを知る・誇り、市外には「まち」のことを知らせる事業）

③真庭市へ「おいでんさい」（市外の人に対する交流・定住促進事業）

R3以降継続or廃止(削除) 担当課

個性ある地域資源を生かした地
域振興事業
◎地域資源を活用し、住民が主
役となる取り組みの構築

・転出者数減：55人
・交流人口：11,940人

シティプロモーションの推進
◎市の魅力を効率的・効果的に
収集し、内外に発信する仕組み
を構築

・移住希望者の真庭市認
知度：27％→30％/３年

定住促進の仕組みを構築
◎交流から定住に繋げる取り組
みの推進

・移住者数：250人

地域の特性を生かした交流定住
促進事業
◎地域資源を活用した、交流か
ら定住に繋げる取り組みの推進

・転出者数減：20人
・交流人口：8,560人

00001848
四角形

00001848
タイプライターテキスト
交流定住




ể ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

Ẉ

ṕ Ṗ H28

ṌH31

ṕ

Ṗ

1 1

108

9 183 13

9 ṕ Ṗ

ồỄị

ṕờỄ 5,500 Ṗ

ṕờỄ 800 Ṗ

ṕ Ṗ

ỖớỔ

R2

ṕ

Ṗ

R2

Love Love Loveṕ Ṗ

Ẉ

H28ṌH31

ṕ

Ṗ

2 3

8

ṕ Ṗ ể

27 Ṍ 2

�²
"����
Ã

"Ç
e�,\Ø��\ü\µ\Ô\²\õ�B	²	­\®]c
e�,�C 	Õ�X	%��
‡�X	Ö	­	&��	¹	µ�ì
|���²
"	=	�	.��
Ã	-	ö
Ó	Q
Þ
…	*��	Ö	­	é	&	¹	µ	Q
^�H��  

[7/8 	ë�ˆ  
6�®	Ú	Õ�X	%��
‡�X	Ö	­	&
^�H ]  

 B¼ 

	¹
�	¹	µ �À�Å�¾	-
^�H  

 B¼ 


±
A	7	-	'	I	=	'	@  

00001848
タイプライターテキスト
子育て・教育



















